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１ 事業の概況 

（１）総括事項 

本市の軌道事業は、大正 13 年（1924 年）８月１日に営業を開始して以来、本市の都市活動

や市民の生活に欠かせない基幹公共交通として重要な役割を担っています。熊本市交通局では、

将来にわたって安全で快適な運行サービスを提供するため、市電利用者の利便性向上や安全面

の確保に向けて様々な取組を進めるとともに、令和３年（2021年）３月には、経営の基本方針

と総合的な取組方針を示した「熊本市交通局経営計画（2021～2028）」を策定し、経営形態の抜

本的な見直しなどに取り組んでいます。 

さて、令和６年度上期は、６月に車両及び人員不足に対応するための減便のダイヤ改正を行

った影響等により、乗車人員については前年度同期と比べ減少となりました。一方で、運賃収

入については、令和５年６月の運賃改定等により前年度同期と比べ増収となりました。 

令和６年度上期の経営状況及び主要施策の実施状況等については、以下のとおりです。 

 

まず、経営状況については、令和６年度上期の乗車人員数は 499万４千人と前年度同期に比

べて 14万２千人の減少（2.8％減）となりましたが、運輸収入は７億６千４百万円と前年度同

期に比べて１千４百万円の増収（1.9％増）となりました。 

営業収支としては７百万円の営業損失を計上しましたが、経常収支としては３千６百万円の

経常利益を計上するなど、事業全体としては５千５百万円の純利益を計上しました。 

 

  次に、主要事業の実施状況については、熊本市電開業 100 周年を記念し令和６年（2024 年）

８月１日に「熊本市電開業 100周年記念式典」を開催し、また、熊本市電開業 100周年記念事

業の一環として、こども絵画コンクールの開催、新グッズの発売、市電の廃品販売、「推し電総

選挙」の開催等を行いました。さらに、８月には「タッチ決済で市電運賃無料キャンペーン」

を実施するなど乗客誘致に努めました。 

運行面では、令和６年１月以降のインシデント等の頻発を受け、インシデント等に関する検

証委員会を設置しました。７月には検証委員会から市長へ中間報告書が手交され、現在、最終

報告に向けた検証が行われています。 

  最後に、工事の実施状況については、今年度導入予定の新型車両に対応するため、上熊本車

両基地工場棟空調設備その他改修工事を行いました。 

 

  以上が、令和６年度上期の経営状況及び主要事業の実施状況等となります。今後もより一層

の経営努力と乗客サービスの充実を図り、公営交通事業者としての使命達成のため全力を尽く

してまいります。 



（２）業務量

 増減 増減率(％)

日 183 183 0.0 0.0

ｷﾛ 12.092 12.092 0.0 0.0

ワ　ン 期 末 両 36 36 0.0 0.0

マ　ン 延 日 両 6,588 6,588 0.0 0.0

期 末 両 18 18 0.0 0.0

延 日 両 3,294 3,294 0.0 0.0

両 6,404 6,866 △ 462.0 △6.7

ｷﾛ 705,663.7 789,538.1 △ 83,874.4 △10.6

人 3,873,627 3,863,228 10,399.0 0.3

人 1,120,741 1,272,727 △ 151,986.0 △11.9

人 4,994,368 5,135,955 △ 141,587.0 △2.8

円 601,255,752 592,874,857 8,380,895.0 1.4

円 163,241,547 157,677,751 5,563,796.0 3.5

円 764,497,299 750,552,608 13,944,691.0 1.9

KWH 2,039,185 2,245,600 △ 206,415.0 △9.2

両 35.0 37.5 △ 2.5 △6.7

ｷﾛ 3,856.1 4,314.4 △ 458.3 △10.6

人 27,291.6 28,065.3 △ 773.7 △2.8

円 4,177,580.9 4,101,380.4 76,200.5 1.9

KWH 11,143.1 12,271.0 △ 1,127.9 △9.2

ｷﾛ 110.2 115.0 △ 4.8 △4.2

人 779.9 748.0 31.9 4.3

円 119,378.1 109,314.4 10,063.7 9.2

KWH 318.4 327.1 △ 8.7 △2.7

人 7.1 6.5 0.6 9.2

円 1,083.4 950.6 132.8 14.0

KWH 2.9 2.8 0.1 3.6

％ 77.6 75.2

％ 22.4 24.8

％ 100.0 100.0

％ 78.6 79.0

％ 21.4 21.0

％ 100.0 100.0

単位 令和6年度上期 令和5年度上期
比　　　　較

営 業 日 数

乗 車 人 員

定 期 外

定 期

計

区　　　　分

期 末 営 業 キ ロ

在 籍

車 両 数
連接車

延 使 用 車 両 数 （ 旅 客 車 ）

延 走 行 キ ロ （ 旅 客 車 ）

運 輸 収 入

定 期 外

定 期

計

使 用 電 力 量

使 用 電 力 量

１ 日 １ 車
平 均

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 輸 収 入

使 用 電 力 量

１ 日 平 均

使 用 車 両 数

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 輸 収 入

１車１キロ
当 り

乗 車 人 員

運 輸 収 入

使 用 電 力 量

乗 車 人 員
構 成 比 率

定 期 外

定 期

計

運 輸 収 入
構 成 比 率

定 期 外

定 期

計
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２　令和６年度（上期）熊本市交通事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

収入

第１款軌道事業収益

　第１項営業収益

　第２項営業外収益

　第３項特別利益

支出

第１款軌道事業費用

　第１項営業費用

　第２項営業外費用

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条

第3項の規定による支出額
に係る財源充当額

2,522,494,000 0 0

1,961,618,000 0 0

551,076,000 0 0

9,800,000 0 0

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企業法
第24条第3項の
規定による支出

額

小　　計

2,488,202,000 0 0 0 0 2,488,202,000

2,435,062,000 0 0 0 0

53,140,000 0 0 0 0 53,140,000

2,435,062,000
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（単位：円）

（単位：円）

決　算　額
収入率
（％）

備　　考
合　　　計

45.5%

2,522,494,000 963,443,807 38.2%

1,961,618,000 891,611,762

193.2%

551,076,000 52,899,921 9.6%

9,800,000 18,932,124

決 算 額
執行率
（％）

備　　考地方公営企業法
第26条第2項の
規定による繰越

額

合　　計

0 2,488,202,000 850,136,850 34.2%

2,435,062,000 840,527,310 34.5%

0 53,140,000 9,609,540 18.1%

0
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（２）資本的収入及び支出

収入

当初予算額 補正予算額 小　　計

第１款資本的収入 1,590,131,000 13,700,000 1,603,831,000

　第１項企業債 737,100,000 13,700,000 750,800,000

　第２項国（県）補助金 707,563,000 0 707,563,000

　第３項他会計補助金 145,468,000 0 145,468,000

支出

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 小　　計

第１款資本的支出 2,060,224,000 13,700,000 0 0 2,073,924,000

　第１項建設改良費 1,528,567,000 13,700,000 0 0 1,542,267,000

　第２項企業債償還金 340,657,000 0 0 0 340,657,000

　第３項他会計長期借入返還金 123,000,000 0 0 0 123,000,000

　第４項投資 64,000,000 0 0 0 64,000,000

　第５項予備費 4,000,000 0 0 0 4,000,000

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

地方公営企業法第26条の規
定による繰越額 に係る財源充
当額

25,400,000

25,400,000

0

0

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　
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（単位：円）

合　　計

1,629,231,000 0 0.0%

776,200,000 0 0.0%

707,563,000 0 0.0%

145,468,000 0 0.0%

（単位：円）

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越額

継続費逓
次繰越額

合　　計

25,448,000 0 2,099,372,000 369,025,475 17.6%

25,448,000 0 1,567,715,000 136,224,754 8.7%

0 0 340,657,000 168,800,721 49.6%

0 0 123,000,000 0 0.0%

0 0 64,000,000 64,000,000 100.0%

0 0 4,000,000 0 0.0%

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

決　算　額
収入率
（％）

備　　考
継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

0

0

0

0

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

決 算 額
執行率
（％）

備　　考
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３　財務諸表

（単位：円）

１　営業収益

（１）運輸収益 764,497,299

（２）運輸雑収益 51,370,500 815,867,799

２　営業費用

（１）線路保存費 27,638,467

（２）電路保存費 25,847,395

（３）車両保存費 98,578,605

（４）運転費 326,145,080

（５）運輸管理費 95,573,429

（６）一般管理費 57,357,761

（７）広告費 12,708,313

（８）減価償却費 178,819,264 822,668,314

　　 営業損失 6,800,515

３　営業外収益

（１）長期前受金戻入 52,095,228

（２）雑収益 753,237 52,848,465

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 9,609,540 9,609,540 43,238,925

　　 経常利益 36,438,410

５　特別利益

（１）その他特別利益 18,932,124 18,932,124 18,932,124

当期純利益 55,370,534

前年度繰越利益剰余金 495,636,927

当期未処分利益剰余金 551,007,461

( １ ) 令 和 ６ 年 度 （ 上 期 ） 熊 本 市 交 通 事 業 損 益 計 算 書

(令和6年4月1日から令和6年9月30日まで)
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（単位：円）

１　固定資産

(1)

ア 土 地 1,890,695,728

イ 建 物 1,264,395,982

減 価 償 却 累 計 額 △ 748,506,680 515,889,302

ウ 線 路 設 備 6,243,370,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,012,198,584 3,231,172,180

エ 電 路 設 備 879,336,069

減 価 償 却 累 計 額 △ 389,998,823 489,337,246

オ そ の 他 構 築 物 840,929,926

減 価 償 却 累 計 額 △ 379,877,291 461,052,635

カ 車 両 2,721,077,460

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,318,855,678 402,221,782

キ 機 械 装 置 1,448,869,292

減 価 償 却 累 計 額 △ 984,585,730 464,283,562

ク 工 具 器 具 及 び 備 品 588,840,985

減 価 償 却 累 計 額 △ 485,341,465 103,499,520

ケ 建 設 仮 勘 定 307,302,654

7,865,454,609

(2)

ア 施 設 利 用 権 12,250,328

イ 電 話 加 入 権 1,576,100

ウ　そ の 他 無 形 固 定 資 産 2,237,460

16,063,888

(3)

ア 出 資 金 64,000,000

64,000,000

7,945,518,497

２　流動資産

(1) 713,410,613

(2)

ア 営 業 未 収 金 104,074,070

イ 営 業 外 未 収 金 217,594

ウ そ の 他 未 収 金 110,758 104,402,422

(3) 27,960,299

(4) 1,037,145

(5) 11,184,669

(6) 30,241,788

888,236,936

8,833,755,433

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

（２）令和６年度（上期）熊本市交通事業貸借対照表
(令和6年9月30日)

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金
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３　固定負債

(1)

ア 建設改良費等の財源に 2,799,119,336

充 て る た め の 企 業 債

2,799,119,336

(2)

ア そ の 他 の 長 期 借 入 金 126,000,000

126,000,000

(3)

ア 退 職 給 付 引 当 金 560,419,967

560,419,967

3,485,539,303

４　流動負債

(1)

ア 建設改良費等の財源に 169,176,738

充 て る た め の 企 業 債

169,176,738

(2)

ア そ の 他 の 長 期 借 入 金 123,000,000

123,000,000

(3) 65,405,216

(4) 669,328

(5) 121,996,684

480,247,966

５　繰延収益

4,636,468,479

△ 2,566,650,801

2,069,817,678

6,035,604,947

６　資本金 2,015,143,025

７　剰余金

(1)

ア 減 債 積 立 金 232,000,000

イ 当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金 551,007,461

783,007,461

783,007,461

2,798,150,486

8,833,755,433

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

未 払 金

前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金

負　　債　　の　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計
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４　企業債及び一時借入金の概況

　（１）企業債

（単位：円）

借   入   先 年度当初残高 当期借入高 当期償還高 当期末残高

地方公共団体金融機構 2,678,811,796 0 129,857,756 2,548,954,040

財 務 省 167,277,499 0 14,391,715 152,885,784

熊 本 銀 行 51,172,500 0 6,688,750 44,483,750

肥 後 銀 行 21,020,000 0 2,710,000 18,310,000

み ず ほ 銀 行 38,160,000 0 5,120,000 33,040,000

福 岡 銀 行 98,835,000 0 3,912,500 94,922,500

熊 本 中 央 信 用 金 庫 81,820,000 0 6,120,000 75,700,000

合 計 3,137,096,795 0 168,800,721 2,968,296,074

　（２）一時借入金

　　該当事項なし
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